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53巻 1号201頁～231頁）・「同（ 6）」（比較法学53巻 2号243頁～287頁）を公刊
した。また本間靖規研究員を中心に2019年 1月に開催された比較法研究所主催
の「二国間（日韓）交流事業・民事司法シンポジウム」の報告論文を，比較法
学53巻 2 号171頁～242頁において公表した。中本香織研究員が，Waseda 
Bulletin of Comparative Law,Vol.38,（pp.168─171） に お い て TOPICS OF 
JAPANESE LAW 2018 ［Recent Legislation in Japan］： 2. Amendement of the Civil 
Execution Actの執筆を担当し，比研WEBサイト・日本法トピックス「最新




















省堂），春山習「シィエスの憲法思想の再検討」（早法94巻 4 号），Shu 
Haruyama, “Le droit de l’environnement appliqué aux entreprises au Japon”, in P. 
Bloch, N. Kanayama, I. Giraudou （eds）, Le droit japonais des affaires, Bruxelles, 
Larcier, 2019，奥田喜道「スイスのカントン憲法の全面改正について」早法94









































































　　 Shigeo Miyagawa, “Revisiting Two Cases on Discrimination Against Children 
Born Out of Wedlock in Acquiring the Nationality: A Comparison of the 
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Judicial Review System in Japan and the United States,” May 24, 2019, 
Renmin University of China School of Law, Beijing.
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
◎ 本プロジェクトは次の研究会を開催した。

























































































































































































































R （on the applicat ion of Steinfeld and Keidan） v Secretary of State for 
International Development ［2018］ UKSC 32（ヘテロセクシュアルのカップルが
civil partnersになれない現在の制度はヨーロッパ人権条約違反）などを中心に
2020.1.25
2020. 1 .25 小堀眞裕（立命館大学）「英国の議院内閣制の理解について」




















5 /17 1）佐藤以久子　Case C─661/17, M.A., S.A., A.Z. v. Ireland （International 
Protect ion Appeals Tr ibunal , Minis ter for Just ice and Equal i ty）, 
EU:C:2019:53（EU脱退通知をした英国でのダブリン III規則の効力と裁量
条項の判断基準に関する先決裁定）




9 /27 1）西連寺隆行「リスボン条約10年─ EU法の展開と展望」
2）中村民雄　ポーランドの司法権独立をめぐる EU諸判例 Case C─
169/18, Commission v. Poland, EU:C:2019:531; C─192/18（pending）; C─
585/18（pending）


































① 4月 6日ドイツ食糧農業省 Ch.Busse氏講演・研究会「ドイツの農林地取引
法─歴史的発展と現在の議論状況」② 4月11日 Ch.Busse氏講演・研究会「ナ
348　　比較法学 54巻 1号
チ ス 期 に お け る 農 業 法 学」 ③ 8 月 8 日：Göttingen 大 学 Institut für 
Landwirtschaft所長 Prof.Dr.Jose Martinezと，日独中三国における農地取引規
制に関する比較法研究につき打ち合わせ④ 9日Monzeler Weinrechtstagに参







査，持続可能性概念につき意見交換，⑧14日 Frau Sibylle Bahrmannから






















い，意見交換を行った。この検討により，Liberal Approachと Welfarist 
Approachの視点をもって，国際法の分断化を検討することの有用性が認識さ
れた。
・ Emmanuelle Tourme Jouannet, A Short Introduction to International Law
（2014）



























　毎月 1回程度の割合で研究会を開催している（2019年 4月19日， 5月31日，






































































第 2回　2019. 4 .11　 「ナチス期における農業法」
クリスチャン・ブッセ（ドイツ連邦食料農業省農業市場
部長）
第 3回　2019. 4 .11　 「水平的取締役─アメリカにおける会社法と反トラスト法
の交錯」
ヤロン・ニリ（ウィスコンシン大学ロースクール准教授）
第 4回　2019. 4 .12　 「中国における株主の知る権利の拡張の制度的構造につい
て」
王　建文（南京航空航天大学人文・社会科学院教授）
第 5回　2019. 4 .20　 「修復的司法の理論と実践─フランスとベルギーの比較」
ジェシカ・フィリッピ（フランス司法省研修所研究員）
第 6回　2019. 5 .15　 「中国共産党党内法規制度の構築」
祝　捷（武漢大学法学院教授）
伍　華軍（武漢大学法学院准教授）
第 7回　2019. 6 .19　 「A Network Theory of Patentability」
ライアン・ウェーレン（香港大学法学部助教）












第10回　2019. 7 .25　 「Privity of Contract and Rights and Liabilities of Parties in 
Multiparty Relation」
Storme Matthias（ルーヴァン・カトリック大学教授）
第11回　2019. 7 .29　 「異文化理解と法─中国法研究の立場から─」
小口　彦太（早稲田大学名誉教授，江戸川大学学長）
第12回　2019. 9 .20　 「比較刑法学の目的と方法」
ウルリッヒ・ズィーバー（マックスプランク外国・国際
刑法研究所所長）











































第27回　2020. 1 .23　 「Trademark Law and Fundamental Rights」
イェンス・ショフスベ（コペンハーゲン大学法学部教授）
シンポジウム






































Luke McDonagh（City Universityof London）
356　　比較法学 54巻 1号
Enrico Bonadio（City Universityof London）
















































































































○「比較法学」第53巻 1号， 2号， 3号
（和文機関誌：論説・講演・資料・書評を柱とする研究成果発表誌）























































































　2019年 6月 1日付　進藤　眞人（客員次席研究員　2020年 3月31日付退任）
助教（退任）
　2020年 4月30日付　王　威駟
助手新規嘱任
　2020年 4月 1日付　魯　　潔
助手退任
　2020年 1月31日付　楊　遠舟
